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令和５年度普通交付税等（市町村分）の決定について 
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根室振興局地域創生部地域政策課市町村係 

０１５３－２３－６８１６（直通） 

 

 

令和５年度（２０２３年度）の普通交付税等が本日決定されました。その概要は次のとおりです。 

 

 

１ 根室振興局管内市町の普通交付税交付決定額及び臨時財政対策債発行可能額 

(単位：千円) 

区分 
令和５年度 

交付決定額 

令和４年度 

交付決定額 
増減額 

増減率 

(％) 

令和５年度 

交付決定額 

＋ 
臨時財政対策

債発行可能額 

(参考) 

令和４年度 

交付決定額 

＋ 
臨時財政対策

債発行可能額 

(参考) 

増減額 
増減率 

(％) 

根室市 5,431,904 5,413,611 18,293 0.3 5,479,624 5,520,356 ▲40,732 ▲0.7 

別海町 6,145,384 6,152,586 ▲7,202 ▲0.1 6,192,439  6,256,512 ▲64,073 ▲1.0 

中標津町 4,403,341 4,421,601 ▲18,260 ▲0.4 4,456,352 4,534,612 ▲78,260 ▲1.7 

標津町 3,102,524 3,055,980 46,544 1.5 3,119,643 3,091,583 28,060 0.9 

羅臼町 2,096,833 2,050,506 46,327 2.3 2,109,387 2,078,951 30,436 1.5 

振興局管内計 21,179,986 21,094,284 85,702 0.4 21,357,445 21,482,014 ▲124,569 ▲0.6 

全道市計 433,687,365 419,700,413 13,986,952 3.3 465,644,735 486,791,400 ▲21,146,665 ▲0.7 

全道町村計 388,346,658 383,797,001 4,549,657 1.2 390,913,704 389,444,814 1,468,890 0.4 

全道計 822,034,023 803,497,414 18,536,609 2.3 856,558,439 858,236,214 ▲1,677,775 ▲0.2 

 

 

２ 道内市町村分算定結果の特徴 

・ 基準財政需要額における包括算定経費（人口）の増及び高齢者保険福祉費の増による算定額の増。 

・ 基準財政収入額における地方諸費税交付金の増による算定額の増。 

 

３ 全国の算定結果について 

普通交付税の全国総額は、１７兆２,５９４億円で、前年度に比べて２，８８９億円、１．７％増。 

また､普通交付税と臨時財政対策債発行可能額を合算した全国総額は､１８兆２，５４０億円で、前年度に

比べて４，９６９億円、２．７％減。 



４ 根室振興局管内の主な増減理由について 

   (単位：千円) 

 

市町名 増減 
基準財政需要額 基準財政収入額 

主な増減理由 増減額 主な増減理由 増減額 

根室市 

増 
生活保護費の増 

包括算定経費（人口）の増 

38,790 

34,682 

地方消費税交付金の増 

市町村民税（所得割）の増 

60,969 

11,711 

減 
東日本大震災全国緊急防災施策等債償還費の減

社会福祉費の減 

▲66,722 

▲33,281 

市町村たばこ税の減 

市町村民税（法人税割）の減 

▲9,150 

▲2,415 

別海町 

増 
社会福祉費の増 

包括算定経費（人口）の増 

53,767 

27,578 

地方消費税交付金の増 

固定資産税（家屋）の増 

34,797 

10,213 

減 
辺地対策事業債償還費の減 

その他の教育費（幼稚園等子どもの数）の減 

▲73,088 

▲26,061 

市町村民税（所得割）の減 

固定資産税（償却資産）の減 

▲24,833 

▲10,796 

中標津町 

増 
包括算定経費（人口）の増 

消防費の増 

34,105 

8,599 

地方消費税交付金の増 

固定資産税（家屋）の増 

56,391 

30,617 

減 
辺地対策事業債償還費の減 

道路橋りょう費（延長）の減 

▲31,932 

▲10,677 

市町村たばこ税の減 

市町村民税（法人税割）の減 

▲12,835 

▲10,264 

標津町 

増 
社会福祉費の増 

包括算定経費（人口）の増 

60,494 

18,754 

地方消費税交付金の増 

市町村民税（所得割）の増 

12,264 

6,899 

減 
その他の教育費（幼稚園等子どもの数）の減 

臨時財政対策債償還費の減 

▲15,267

▲12,525 

市町村民税（法人税割）の減 

自動車税環境性能割交付金の減 

▲4,517 

▲1,657 

羅臼町 

増 
辺地対策事業債償還費の増 

包括算定経費（人口）の増 

19,865 

17,813 

地方消費税交付金の増 

市町村民税（法人税割）の増 

11,808 

7,107 

減 
臨時財政対策債償還費の減 

地域振興費（人口）の減 

▲10,438 

▲7,863 

市町村たばこ税の減 

株式等譲渡所得割交付金の減 

▲7,347 

▲532 


